
仕 様 書       

 

１ 件名 

  九段坂病院自家発始動用蓄電池更新工事 

 

２ 履行場所 

  東京都千代田区九段南１－６－１２ 

  国家公務員共済組合連合会 九段坂病院 

 

３ 履行期限 

  令和 6年 3月 31日（日）まで 

 

４ 工事概要 

本工事は九段坂病院１４Ｆ屋外に設置されている自家発電設備の内、蓄電池を更新し既設を

撤去するものである。 

 

５ 一般事項 

⑴この仕様書は、調達対象物品の搬入、設置及び旧物品の廃棄処分に関し、受注者が行うすべ

ての事項に適用する。 

⑵ 本業務は仕様書によるほか、その他関係法規に基づき実施すること。 

⑶ 本業務の遂行上、諸手続き等が生じた場合は、すべて受注者がこれを代行すること。 

 ⑷ 調達対象物品は新品とすることし、すべての物品は高い信頼性を有すること。 

また、無償保証期間を納入後１年間以上設定する事とする。 

 ⑸ 今回の調達対象物品のすべてについては、受注者が最終責任を負うこと。 

 ⑹ 調達対象物品の搬入、設置に関連した一切の事故、障害及び設備等の破損は受託者が発注

者担当職員（以下担当者）の指示に従い、当該設備等を無償にて修理、修復又は交換を速や

かに行うこと。 

 ⑺ 調達対象物品の搬入、設置時に発生する空箱、梱包物等の撤去及び業務場所の清掃は、受

注者の責において確実に実施すること。 

   なお、調達対象物品の搬入に係る費用及び空箱、梱包物等の撤去に係る費用はすべて受託

者の負担とする。 

 ⑻ 調達対象物品の搬入、施工等のスケジュール及び内容については、担当者と別途協議の上

決定する。 

 ⑼ 本作業においては、現場代理人（１名）を指名し、担当者の承認を受けること。 

   なお、現場代理人は作業中必ず現場に配置し、業務の監督等を行うこと。 

 ⑽ この仕様書に定めのない事項については、担当者の指示に従うこと。 



６ 工事内容 

⑴ 蓄電池更新作業 

ア 概要 

九段坂病院１４Ｆ屋外に設置されている蓄電池を更新する。 

  

   イ 既設機器（撤去） 

    発電機№１：蓄電池形式：ＭＳＥＸ－６００－１２セル １式 2015 年 6 月製 

          (株)ＧＳユアサ製 

    発電機№２：蓄電池型式：ＭＳＥＸ－６００－１２セル １式 2015 年 6 月製 

          (株)ＧＳユアサ製 

 

ウ 新設機器（更新） 

   発電機№１ 蓄電池形式：ＭＳＥＸ－６００－１２セル 

   発電機№２ 蓄電池型式：ＭＳＥＸ－６００－１２セル 

 

  エ 更新機器仕様等 

     更新する機器は全て新品とし日本工業規格（JIS）等に定められているものはこれらの

規格品を使用すること。 

 

７  特記事項 

⑴ 本業務中は次に掲げる資格を有する作業員を1名以上配置すること。 

  ・蓄電池設備整備資格者 

⑵  履行場所での作業に関しては、九段坂病院電気主任技術者及びその他設備関係者と綿密

に協議し業務の妨げにならないよう配慮すること。また事前に工程を提出し、作業に取り

掛かること。 

⑶ 監督員が必要と認めた場合、建屋内での搬入出作業時においては床の養生等を行い作業後

に必ず清掃を行うこと。 

⑷ 本調達に必要な消耗品等については、すべて受託者の負担とすること。 

⑸ 撤去した既設盤は広域認定制度に基づき管理票の提出を行うほか 、次に掲げる資格を有

する者を配置し適正な処理を行うこと。 

  ・特別管理産業廃棄物管理責任者 

 

 

 

 

 



８ 提出書類 

⑴ 写真 １式 

   新設品等及び施工前・施工中・施工後を撮影し、提出すること。 

   なお、Ａ４版縦、カラー印刷とする。 

⑵ 工場検査成績書 １式 

⑶ 現地試験成績書 １式 

⑷ 産業廃棄物管理票 １式 

⑸ その他、発注者が指示するもの 

   なお、発注者の指示がある場合は、データによる提出を行うこと。 

 

９ その他 

⑴ 本作業に関して、九段坂病院の施設管理・運営業務の受託者と十分協議を行い、連携を図

った上で作業を行うこと。 

⑵ 本作業の実施に当たっては、利用者等の安全を十分に確保し、作業を行うこととし、事故

が生じた場合は速やかに担当者に報告して指示を仰ぐこと。 

 ⑶ 受注者は、業務に当たって設備又は他の物品等に損害を及ぼさないよう十分に注意し、万

一損害を与えた場合は、直ちに担当者に報告するとともに、担当者の指示に従い修復等の措

置を行うこと。 

   なお、修復に要する一切の費用は受注者の負担とする。 

⑷ 本仕様書に明記なき事項でも担当者等が必要と認めたものは、本業務において作業するこ

と。 

 ⑸ 疑義が生じた場合は、速やかに担当者に申し出の上、協議を行うこと。 


